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現在の日本社会 ５．３ 2２．４ 3６．２ 3０．６ 5.5 
目指すべき社会像 ２．５ 1５．０ 3０．６ 4２．６ 9.2 
平等社会 画ｂ一言いちもなどとえ 自由競争社会 ・担会ｔ 紬負高高社 どちらとも言えない 低福祉.低負担社会 規制による安全．安定社会 どちらとも言えない 自己責任に委ねる社会
00年 1６．９ 3０．２ 5２．８ 3６．７ 4 ．８ 2２．５ 3７．８ 3５．３ 2６．９ 
99年 １７．４ 3３．９ 4８．６ 3８．５ 4０．５ 2０．８ 4０．１ 3３．６ 2６．１ 
98年 １７．５ 3０．６ 5１．８ 4２．８ 3５．２ 2１．８ 4１．９ 2４．１ 3３．９ 
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日本人の目指すべき社会像を欧米，アジア諸国と比較するとどんな結果
になるだろうか。表４から直ちに理解されるが，アメリカ合衆国，イギリ
スの「自由競争社会」を選択する比率の高さが突出している。周知の「ア
ングロ・サクソン型」が結果として表れている。対照的なのが，インドで
ある。三分の二が，平等社会支持派である。フランス，ドイツは「平等社
会」支持が約半数となっており，中国，シンガポールも同様である。日本
は，態度保留が一番多いという点で，アングロ・サクソン型でもなく，大
陸型でもない，それらの「中間」に位置している。暖昧さに特徴があるの
かもしれない。
表４「目指すべき社会像（国際比較)」
600■困旧７
５，ｍｍ■２３１■ 
５ｍｍ■’. 
２４６ロ舞留甲
[出所］電通総研「価値観国際比較調査」1998年３月ｐ４
暖昧な態度てしか将来社会をイメージできない日本の人々は，現在進行
中の構造改革路線をどんな目で見ているのだろうか。政策を支持している
のだろうか，それとも反対しているのだろうか。ごく最近のｉ世論調
査｣5)を見てみよう。
調査結果からは，景気にたし､する人々の先行き懸念が強〈（｢さらに悪
貧富の差の
少ない平等社会
どちらとも
言えない
意欲や能力に応じた
自由競争社会 無回答
師年調査
日本（東京）
アメリカ合衆国
(ＮＹ.＋Ｌ､Ａ,） 
イギリス（ロンドン）
フランス（パリ）
ﾄﾞイツ（ベルリン）
スウェーデン
(ストックホルム）
3５．９ 
１３．２ 
2３．９ 
5０．０ 
5１．０ 
4１．１ 
4２．０ 
15.0 
1３．７ 
2６．０ 
1６．８ 
3３．６ 
2２．１ 
6８．３ 
０．０ 
2３．１ 
3０．９ 
2２．９ 
0.1 
3.5 
2.5 
ＬＯ 
１．３ 
2.5 
妬年調査
日本（東京）
中国（北京）
タイ（バンコク）
シンガポール
(シンガポール）
インド（ボンベイ）
3８．１ 
4８．０ 
3９．１ 
4７．２ 
6５．３ 
3７．１ 
1８．７ 
23.1 
2７．２ 
８．４ 
2４．６ 
3３．０ 
3７．３ 
2５．６ 
2６．４ 
0.2 
0.3 
0.0 
0.0 
０．０ 
「構造改革」を庇２，ＷZする試みはいかにして可能か３Ｏ７
化する（20％)」＋｢当分良くならない（64％)」＝84％)，また，雇用不安も
大きい（｢すでに不安（46％)」＋｢将来は不安（37％)」＝83％）ことがわか
る。優先的に処理して欲しい政策課題として「景気対策（52％)｣，「年
金・福祉などの社会保障改革（46％)｣，「雇用対策（37％)」が上位３者と
なっている。内閣支持率は低下したとはいえ50％弱は維持している。しか
し，小泉内閣の「聖域なき構造改革」は「実現できるとは思わない
(66％)」人は，「実現できると思う（22％)」人の３倍になっている。先行
き不安を強く感じながらも，現内閣を何となく／やむをえず支持している
ということなのか。
＊ 
この現実と理論をどうきり結んだら，いいのだろうカユ。それには，やは
り〈市場＞をどう評価するか，という論点を取り上げるのがふさわしい。
なぜならば，現在の市場一至上主義に対抗するにしても，計画経済の夢
よもう一度，など考えもしない。著者たちも同様である。「市場システ
ムを否定することはできない。市場は人々の要求・ニーズを反映させる場
である。誰かが中央集権的に決定を行い命令する社会は非効率で非民主的
である｡」（pl44）いまや市場抜きの経済システムの実行可能性を主張す
る者は稀有である。競争も「相手をうち破ることを目的とする競争」でな
く，「共に能力を高めるための競争」（pl44）は，必要であり，不可欠で
あると説く。問題は「競争上の公正･公平化のルール」（pl6）であって，
そのためには所得分配の不平等を是正する必要がある。
「適切な場」が設定できれば，市場の有する情報処理能力の高さを「利
用」できるし，また「利用しない限り」，この多様化した人々の欲求を量
的・質的に満たせない。著者らはこうした理解を示す6)。
5）「日本経済新聞』2002年８月６日付
6）中谷［2001］は，市場がいかなる意味で有効性をもち，いかなる意味で限界をもつのかを
整理している。そこでも「情報処理メカニズムとしての市場機能」を有効性の一つに挙げる。
しかし，例えば，Ｂｏｗｌｅｓ［1991］が強調する市場の政治的・文化的制度としての市場，とい
う側面への検討は弱い。
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ここで，新たな課題に遭遇する。いったい，〈誰が＞公正・公平なルー
ルを策定する／できるのだろうか。「弱肉強食の市場ルールを緩和する役
割」（ｐ76）がく政府＞に求められる。「競争メカニズムの非人間的側面を
緩和し，生活圏や労働権を確保する責務」（ｐ79）がく国家＞にあるとい
う。ところが，阪神・淡路大震災の被災という共通体験をもつ著者たち
は，次の現実も知っている。－
「被災者の生活と経営の再建，そして地域の再建のために公的な支
●●● 
援をおこなって欲しいという願いに対して，政府や自治体は「資本主
義は私有制であるから自力再建すべきである」と頑なに被災者の願い
を踏みにじったのである。（pl39）［傍点は引用者]」
つまり，本来あるべき政府・国家であれば，という条件付きで，さきのル
ール策定者としての政府が想定されていると受け取らざるを得ない。しか
し現政府は市場一至上主義を標傍する政府でしかない。
課題はさらに先送りされる。いわば「民主的政府」を実現するという意
味での〈改革の担い手，制度創設の主体〉がどこに求められるか7)。「階
級」としての労働者がここで華々しく登場するわけでもない8)。「現在存
在する組織が有効に活用されなければならない」（p､46）とされ，「市場の
失敗と政府の失敗の打開策」として，〈NPO＞に期待される。最近，多く
●●●●●●●●●●●● 
の政策論議において，ＮＧＯ，ＮＰＯへのいわば過乗りとも思えるほどの期待
が語られる。しかし，その実態は，ＢＯＮＧＯｓ’であり，ＧＲＩＮＧＯｓであ
ったりする，)。いま問われるべきことは，市場にもとらわれず（Non‐
7）「労働者階級は，高度に社会化された生産過程における直接担当者で、ある。この階級の同意
なしにどのような根本的社会変革もありえない｡」置ＭＩＫ［1980]，ｐ236．問題は，こうした主
張が現代日本においてどれほどの説得力一理論的にも，実践的にも－をもちうるのかが，問
われている。
8）経済分析におけるく階級〉概念の有効性が失われたとは考えていない。だが，旧来のマル
クス経済学の諸概念と共にこの今日性を再考しなければならない。Ｃｆ佐藤［2001］
9）企業が組織するＮＧＯ＝BusinessOrganizedNGOs，政府が経営するＮＧＯ＝Government
Run/InitiatedNGOsという椰楡が存在するように，手放しでＮＧＯを評価しうる状況には
ないのも確かである。また，学校教育現場で「正課」としてのボランティア活動も見られる。
「構造改革」をγﾋﾞﾉb伽する試みはいかにして可能か３０９
Profit)，また政府にもとらわれず（Non-Government）に組織･活動しう
●●●●●●●●●●●●● 
る組織が，いかなるう゜ロセスを経て，「資本主義は私有市lIであるから自力
再建すべきである」というような政府・国家，市場システムを〈変革＞で
きるか，その展望を語ることだと思う'０)。この点に関連させれば，本書で
は，政府と市場をつなぐ／補完する存在として「日常生活圏における地
域，小単位の自治体＝基礎自治体」（pl89）が最適なものとの判断が示さ
れる。現実的に考えれば，１億2600万人の個人が，各自にかかわる事項の
決定に「直接的」に関与できない。にもかかわらず／それゆえに，個人が
｢意味ある社会的決定」を担保する仕組みが求められる。著者らの代替案
のfeasibilityを示す上でも，政府，市場，「基礎自治体」の連関がもっと
追求されてしかるべきだったと思うｕ)。
＊ 
本書のAlternative提示の基礎にあるマクロ理論のコアは，次式に集約
される'2)。
税引き利潤率＝資本蓄積率十財政赤字率十貿易黒字率
これを「導きの糸」として，1970年代以降における日本資本主義の蓄積体
制の変化が追究される。利潤率と蓄積率の関係を主軸にマクロ経済動態を
検討するという視角は，アメリカ・ラデイカルズにも共有されるものであ
り，なんら批判すべき点はない。だが，この関係はあくまでも事後的に成
立する関係に過ぎない。資本制経済に内在する不安定を説くには，不確実
'性の中で蓄積せざるを得ない資本の行動を必要とする。不均衡は生まれ，
本来，自発的，対価を求めないはずの活動が半ば強制され，私的実効性を要求する現実も見
ておかねばならない。Ｃｆ中野［1999］
10）「鍵となるべき重要な問いは，社会組織が「非営利組織」であるかどうかではなく，組織が
そのメンバーにむかって，国家的・国際的な権力橘造の内部における自らの位置について批
判的な省察を加えるようつよく勧めるかどうかにある｡」（Ｔ・MSuzuki［2001］訳p､239）
１１）この文脈で言えば，最近のBowles＝Gintis［1998］にある国家，市場，コミュニティの統
治構造に注目した三者における補完関係の検討，そしておそらくは市場社会主義論の検討も
必要となることは間違いない。
12）置塩［1980]，菊本［1981］などを参照。
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それは累積せざるを得ない。上方への不均衡累積，下方への不均衡累積，
そして両者の交代をつうじてしか，資本制経済が存続し得ない。つまり，
長期平均的に見れば，失業が存在することが，資本制の存立要件であった
はずである。このレベルの分析と「労働を分かち合うことによって失業問
題を解決せざるを得ない。これがワークシェアリングである｡」（pl28）
との主張との《乖離》（と評者には思えるのだが）をどのように了解でき
るのだろうか。「構造改革」路線のもとですすめられるワークシェアが，
失業のコストを社会的にシェアするのではなく，結局のところ，労働者自
身に押しつけることになっていないのだろうか。著者たちは，どんな辻棲
合わせをしているのだろうか。さらに言い直せば，’情報処理能力のすぐれ
た市場が，その優れた（!?）情報処理能力にもかかわらず，その不安定性
を克服できないているわけである。
＊ 
結局，お前は何を言いたいのだ，との声が聞こえてくる。現状から半Ｉ断
すれば，「成長指向，すなわち高成長によって高貯蓄と高利潤を実現する
という利潤追求型の経済構造を生活重視の経済構造に転換することであ
る｡」（pll7）という現実的指針がほぼ妥当なものだ，とは思う。表立っ
て反対する理由は何もない。しかし，日本の現在を，たとえば「成熟社
会｣'3)と規定してしまうことで喪うことは何もないのだろうか。政策提言
とその基礎にある《理論・思考法》－著者たちに共有されているだろう
｢置塩理論」－との連関を，もっと厳しく問いつめる必要はないのだろう
か。これは，評者の著者たちにたし､する今後の展開への大いなる期待であ
ると共に，評者自身に突きつけられる検討課題でもある。もちろんこのこ
とに無自覚なわけではない。
２１世紀初頭の現在が歴史的過渡期であるという認識は，理論的立場の違
13）「成熟社会」の規定はない。菊本他［2001］に「本書のタイトルの「成熟」であるが，これ
はあくまでも低成長，少子高齢を内容とする経済的なものであり，民主主義のレベルが成熟
しているという意味ではない」との記述がある。
「構造改革」をγE/b〃する試みはいかにして可能か３１１
いを超えて共有されているはずである。資本主義システムと社会主義シス
テムとの単純な体制比較という視点ではなく，より包括的視角からの新た
な社会経済システムの〈構想〉が求められている。Dzzﾉ〃6Jｅ/zα"cWsBzig
B”伽γ１ｓ／1is/といった図式を理論的に超えねばならないが，理論分析を
空虚なものに終始させないためには，地道な実証分析が不可欠である。市
場の果たす機能を再考するにしても，たとえば，かつての社会主義がどの
ようなプロセスをたどって「崩壊」に至ったのか，をきちんと理論的かつ
実証的に検証しなければならない'4)。もちろん，こうした課題は本書の著
者に求めるのではなく，私たち自身がみずからの課題として引き受けねば
ならないのは，当然のことである。
最後に本書への小さな注文を一つ。やはり，「後書き」「索引・文献リス
ト・文献案内」があっても良かったのではないか。本書で取り上げられて
いる理論的課題，とりわけ市場をめぐる諸問題にかんしては，新制度学
派，ラディカル派，ポスト・ケインズ派等々で活発に議論がおこなわれて
いる。そうした諸説にたいして，著者たちがどんな理論上の「距離感」を
もっているのか，を知りたい読者も多いのではないか。著者らの観点から
の理論の見取り図が示されても良かったと思う。
評者自身の浅学非才を省みず，……。妄言多謝。
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